
災害時におけるレンタル機材の提供に関する協定書 

 

 

伊奈町（以下「甲」という。）と株式会社アクティオ（以下「乙」という。）は、災害時に

おけるレンタル機材の供給に関し、次の通り協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、伊奈町内において災害が発生し、又は発生する恐れがある場合（以下

「災害時」という。）に、甲の要請に応じ、乙が保有するレンタル機材を提供することに

ついて、必要な事項を定めるものとする。 

 

（提供の要請） 

第２条 甲は、災害時において必要とするときは、乙に対し、乙の保有するレンタル機材（以

下「保有機材」という。）の優先的な提供を要請するものとする。 

 ２ 前項の規定による要請は、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要する時は、

電話等をもって要請し、事後に文書を交付するものとする。 

 

（提供等） 

第３条 乙は、前条の規定による要請を受けた時は、保有機材を可能な限り、甲に優先的に

提供するものとする。 

 

（引渡し） 

第４条 保有機材の提供に係る引渡場所は、甲が指定するものとし、甲は、当該引渡場所に

職員を派遣し、当該保有機材を確認の上、引渡を受けるものとする。 

 ２ 甲は、乙が物資を運搬する車両を優先車両として通行出来るよう配慮するものとする。 

 

（サポート制度） 

第５条 レンタル期間中の物件が破損、盗難等の偶然の事故に遭遇した場合に備え、甲が本

来負担すべき損害賠償責任を軽減するため、甲は任意で「レンタル物件サポート特約制度」

に加入することができ、別途定めるサポート料を乙に支払う。これにより、甲が支払う一

定額の１事故負担金をもって乙は請求権を放棄する。 

 ２ 前項の場合において、地震、台風、豪雨、洪水等の自然災害及び甲の故意又は重大な

過失、その他の「レンタル物件サポート特約制度」の対象外に定める事由に起因する損害

の場合は、この限りではない。 

 

 

 

（費用の負担） 

第６条 甲は、保有機材の提供に係る費用を負担するものとし、当該費用は乙の通常価格に

より算出した額とする。 

 

（連絡責任者） 

第７条 この協定に関する連絡責任者は、甲においては伊奈町危機管理課長、乙においては

株式会社アクティオ大宮営業所長とする。 

２ 前項の甲及び乙の連絡責任者に変更があった場合は、速やかに文書にて相互に連絡を

行うものとする。 

 

（情報交換） 

第８条 甲と乙は、平常時から相互の連絡体制及び保有機材の供給等についての情報交換を

行い、災害時に備えるものとする。 

 

（協議） 

第９条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議の上決

定するものとする。 

 

（有効期間） 

第１０条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲または乙が文書をもっ

て協定の終了を通知しない限り、その効力を有するものとする。 

 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

 

 

令和６年９月９日 

 

 

              甲    埼玉県北足立郡伊奈町中央四丁目３５５番地 

                   伊奈町 

伊奈町長  大島 清 

 

              乙    東京都中央区日本橋三丁目１２番２号 

                   株式会社アクティオ 
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